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著者紹介 
太陽光パネルの景観問題について考えるとき、我々はパネルを設置した主体を一義的に扱ってしまい
がちである。しかし、実際に太陽光パネルが設置に至るまでには技術開発者、製造業者、施工業者、仲
介業者、そして発注主（施工主）に至るまで、様々な立場の人々が関与していることを忘れるべきでは
ない。著者の中嶋氏は、太陽光発電システム施工業者の仲介や、業者の共同購入斡旋によるパネルのコ
スト削減などを行う株式会社を 2010年に設立し、運営してきた人物である。氏は北杜市の住民ではない
が、全国的に太陽光発電システム施工の仲介業務を手掛け、業務を通じて北杜市にも関わりをもってお
られる方であり、「太陽光発電の健全な普及を牽引する」ことを社是にしてこられた点において、広義の
当事者といえる。こうした独自の立場から得られる知見は、特集号のテーマに関する理解を深める上で
豊かな示唆をもたらすであろう。以上から、本特集号の執筆者として不可欠と判断し、執筆を依頼した
ところ快諾を得た。ご寄稿に心より感謝申し上げたい。               （鈴木晃志郎） 
 
 
Ⅰ．はじめに  
 
2012年 7月に再生可能エネルギーの固定価格買
取制度が開始されてから 3 年が過ぎた。本制度の
効果もあり、再生可能エネルギー、とりわけ太陽
光発電の普及には目を見張るものがある。しかし
その一方で、太陽光発電の急速な普及に伴う諸問
題も健在化しつつある。 
筆者は株式会社ソーラーパートナーズの代表取
締役として、固定価格買取制度の開始以前から太
陽光発電の普及に関わってきた。株式会社ソーラ
ーパートナーズは、全国 300 社ほどの太陽光発電
の専門工事会社をネットワーク化し、その運営本
部としてマーケティングや資材調達、営業支援等
を行っている。太陽光発電に関する事業を行う中
で、太陽光発電に起因したトラブルの相談件数が、
近年増えてきていることを実感している。 
本稿は、年間 1 万件を超える当社の相談実績を
もとに、太陽光発電に起因したトラブルの具体的
な内容を紹介するとともに、それらのトラブルを
もたらす要因の整理と、その解決策の方向性を示
すことを意図している。本稿によって、株式会社
ソーラーパートナーズのミッションである「太陽
光発電の健全な普及を牽引する」ことに少しでも
つなげることができれば、筆者としても望外の喜
びである。 
 
Ⅱ．太陽光発電の社会的意義 
 
太陽光発電の急速な普及に伴って、昨今では太
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陽光発電のネガティブな面に注目が集まりがちで
はあるが、そもそも固定価格買取制度が始まった
背景には、太陽光発電がもつ社会的意義の大きさ
がある。そこで、本章では、太陽光発電がもつ社
会的意義を改めて整理し、今後の議論の土台とし
たい。 
 
1. 環境負荷の低減 
太陽光発電は、太陽光さえあれば電気エネルギ
ーを生み出すことができる。当然、発電時に二酸
化炭素を排出することもない。化石燃料に依存す
る発電方法と比べて、環境に与える負荷が小さい
ことが、太陽光発電の大きな特徴となっている。 
また、エネルギーペイバックタイムという観点
からも、太陽光発電のメリットの大きさがわかる。
エネルギーペイバックタイムとは、そのエネルギ
ー変換器を作るのに要したエネルギーを、そのエ
ネルギー変換器で発電するエネルギーによって何
年で回収できるかを示す指標である。日本におけ
る太陽光発電のエネルギーペイバックタイムは、
多結晶シリコンで 1.5 年、アモルファスシリコン
で 1.1 年、化合物薄膜（CIS）で 0.9 年となってい
る（太陽光発電技術研究組合 2001）。太陽電池モ
ジュールの寿命が 20～30 年であることを鑑みる
と、そのエネルギーペイバックタイムの短さがよ
くわかる。 
このように、太陽光発電は、環境への負荷を抑
えた発電方法という面で、非常に社会的意義が大
きい。 
 
2. エネルギー自給率の向上 
日本は、世界第 5 位のエネルギー消費大国であ
るにもかかわらず、2012年のエネルギー自給率は
わずか 6%しかなく、石油や天然ガスなど、エネル
ギー原材料のほとんどを海外からの輸入に依存し
ている（International Energy Agency 2013）。エネル
ギー自給率が低いため、もし海外でエネルギー供
給上の問題が発生した場合には、国内に与える影
響は甚大である。 
太平洋戦争は「石油に始まり石油に終わった」
ともいわれている。日独伊三国軍事同盟の締結に
反発したアメリカが、日本に対して石油や鉄の輸
出を止めるという経済制裁を実施したことから、
太平洋戦争に発展していった。このように、エネ
ルギーの供給問題は、破滅的な戦争に発展するこ
とすらあることを考えると、エネルギー自給率を
高めることが、国内の安定を維持することにもつ
ながりうることがわかる。 
太陽光発電は、太陽光をそのエネルギー源とし
ているため、国内で稼働する太陽光発電施設は、
すべてエネルギー自給率を高めることに貢献して
いる。海外からの輸入に頼る必要のないエネルギ
ーは、エネルギー自給率の低い日本にとって、非
常に社会的意義が大きいといえよう。 
 
3. エネルギーコストの低減 
太陽光発電の普及に伴い、太陽光発電の設置費
用は大幅に低下してきている。一般社団法人太陽
光発電協会太陽光発電普及拡大センターが発表し
た 2014 年 4 月から 2015 年 2 月までの補助金交付
実績データ（図 1）によると、住宅用太陽光発電
システムの導入費用は、1kW あたり 37 万円とな
っている（一般社団法人太陽光発電協会 2015a）。 
 1kW のシステムで年間約 1,000kWh 発電するこ
とができることと、太陽光発電の稼働可能年数が
20年以上とされていることから算出すると、1kW
のシステムで、少なくとも 20,000kWhの発電量を
得ることができることがわかる。この 1kWのシス
テムの導入費用が 37万円であることから、住宅用
太陽光発電による発電コストは 1kWh あたり 18.5
円であると計算することができる。金利負担を計
算に加味すると発電コストは 18.5円よりも高くな
るものの、一般家庭における買電単価である 24～
25円よりは安い発電コストになっており、既に太
陽光発電で生み出す電気の方が、電力会社から購
入する電気よりも安い状態、いわゆるグリッドパ
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リティに達している状態にある。 
 今後さらなる普及により、太陽光発電設備の導
入費用も下がっていく見通しであるため、家計の
面から見ても、導入する意義が十分あることがわ
かる。住宅用太陽光発電でさえ、これだけコスト
メリットがある太陽光発電だが、産業用太陽光発
電は住宅用太陽光発電と比べて、さらに低コスト
で導入することができるため、発電コストはより
安くなる。 
 また、発電した場所でそのまま消費する地産地
消なら送電ロスも発生しない。その分、遠隔地で
発電し、需要地まで送電する必要がある他の電源
と比べてもより発電コストの面で有利だといえる。 
また、太陽電池モジュールには駆動部分がない
ため、ほとんどメンテナンスを行うことなく長期
間稼働させることが可能である。そのため、償却
期間終了後は、ほぼコストゼロでエネルギーを創
出し続けることができる。このように、太陽光発
電はエネルギーコスト低減の面からも社会的意義
が大きいことは明確である。 
 
Ⅲ．太陽光発電が引き起こす問題 
 
これだけ太陽光発電の社会的意義が大きいにも
かかわらず、昨今の急速な普及に伴って、太陽光
発電施設の設置に起因したトラブルも増えてきて
いる。本章では、太陽光発電を設置する過程でど
のような問題が起きているのかをみていく。 
 
1. 設置前における問題 
 太陽光発電に関するトラブルは、圧倒的に訪問
販売でのトラブルが多い。それは、契約を獲得す
るためにその場しのぎの営業トークで販売してし
まうケースが多いためである。本項では、具体的
な営業トークも交えて、どのようなトラブルが発
生しているのかを解説していく。 
(1) 不適切な営業手法 
太陽光発電の訪問販売で最もよく耳にするのが、
「この地域で実績を作るために、モニター価格で
販売しますのでいかがですか」という営業トーク
だ。設置を希望する消費者は自分だけが得をする
という言葉に弱い。そのような消費者心理につけ
こんで、「モニター価格」という殺し文句を使う訪
問販売業者が後を絶たない。実際にその「モニタ
ー価格」を確認してみると、相場価格よりも高い
ことがほとんどだ。「モニター価格で買えた」と喜
んでいる設置者が、契約後に相場価格よりも高く
買わされたことに気づくと、当然「騙された」と
図 1. 住宅用太陽光発電のシステム費用の推移 
（調達価格等算定委員会 2015, p.5 より引用。原図は一般社団法人太陽光発電協会の公表値を元に作図されている） 
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落胆することになる。このようなトラブルは、当
社にも毎日複数件の相談が寄せられ、全体の中で
も最も多い相談のうちの一つだ。 
次によくある営業トークが、「キャンペーンなの
で、工事代は無料にします」というものだ。商品
代は発生するものの、設置工事代が無料になるの
でお得だろう、と感じさせる営業トークだ。実は、
太陽光発電のメーカー希望小売価格と、実際の販
売価格には大きな開きがある。そのため、仮に「商
品代が半額で、工事代が無料」という価格設定で
あっても、工事代まで含んだ相場価格よりも高く
なってしまうことは珍しくない。その結果、「工事
代無料」という甘い営業トークに騙される消費者
が出てきてしまうのだ。 
 さらに、特に悪質な訪問販売業者の中には、「契
約するまで帰らない」と言い張って、自宅から出
ていかないこともある。そのうち一定数の消費者
が根負けして契約書に判を押してしまうのだ。当
然、このような無茶な販売を行う会社がまともな
対応をすることはあまりなく、後でトラブルに発
展することが多い。 
(2) 虚偽のシミュレーション 
 太陽光発電の販売では、収益シミュレーション
を提示し、どれくらいのメリットが出るのかを説
明することが一般的だ。そこで、悪意のある販売
者はシミュレーションの数字を操作することで消
費者に優良誤認させ、円滑に契約に運ぶことがで
きるようなシミュレーション内容にしてしまうこ
とがある。例えば、次のような手法でシミュレー
ションの数字を操作していることがよく見られる。 
まず、シミュレーションの計算を日射量でなく
日照時間を用いて計算する手法がある。本来、太
陽光発電の発電量を計算するためには、どれくら
いの太陽エネルギーを受けたかを示す「日射量」
を用いて計算しなければならない。それを、「日照
時間」を用いて計算することで、発電量を水増し
するケースがよくある。例えば、東京の南向き、
傾斜角 30 度における平均日射量は 3.73kWh/㎡・
日 1) だが、これを、日射量を用いず日照時間を 8
時間として計算した場合には、2 倍以上の発電量
が算出されることとなる。それだけ多くの発電量
が得られるのであれば、シミュレーション上での
メリットがその分大きくなるため、消費者にとっ
ても購入意欲が高まるわけだ。 
また、各種ロスを見込まずに計算することで、
発電量のシミュレーションを水増しするケースも
ある。通常、太陽光発電の発電量を計算する場合
には、温度上昇によるロス、パワーコンディショ
ナによるロス、その他ロスの 3 種類のロスを差し
引いて計算する。それぞれの数値はメーカーから
公表されている数字を用いることが一般的だ。し
かし、消費者が各種ロスを差し引いて発電量を計
算するということを知らないことが多いため、各
種ロスを差し引かずにシミュレーションを出すケ
ースがある。本来差し引くべき各種ロスを引かず
に計算した場合、本来の発電量よりも 20%多い数
字が出ることもある。当然、その分メリットがあ
るように消費者の目には映ることだろう。 
 さらに、自家消費量を少なくすることで、シミ
ュレーション上のメリットを大きくする手法もあ
る。住宅用太陽光発電の場合、自宅で消費しなか
った電力は、買電単価よりも高い単価で売却する
ことができる。そこで、太陽光発電で発電した電
力のうち、自家消費に回す割合を実際の割合より
も小さくすることで、投資メリットを大きく見せ
ることが可能になる。一般的な消費者は、昼間に
どれくらいの電力を使用しているかまで把握して
いることはほとんどないため、簡単にごまかすこ
とができてしまうのだ。 
(3)不当な価格での販売 
 太陽光発電に関するトラブルは、契約金額に関
するものも多い。 
 最もわかりやすい契約金額に関するトラブルは、
「ぼったくり価格」で契約してしまった場合だ。
太陽光発電は、設置者にとって投資的な意味合い
が強い。そのため、初期費用が高すぎてしまうと、
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思うような投資効果が得られないこととなる。商
談時は前述したような説明を受けてお得な金額の
つもりで契約したものの、よくよく調べてみると、
相場価格よりも圧倒的に高い価格で買わされてし
まったということがよくある。 
 その一方で、異常に安いダンピング価格で契約
したことが、後々のトラブルにつながるケースも
発生してきている。例えば、現場の状況から判断
すると、特殊な施工を行わなければならないにも
関わらず、標準施工で提案し、そのまま契約に至
るケースだ。このようなケースでは、本来行うべ
き特殊施工をやらない分、当然かなり安価で提案
することが可能となる。しかし、設置した後に、
施工箇所から雨漏りしてしまうなどのトラブルに
発展してしまうことが出てきている。このように、
不当に安いダンピング価格で購入することがトラ
ブルにつながる例は後を絶たない。 
 
2. 設置後における問題 
固定価格買取制度の開始から 3 年以上が経過し、
太陽光発電設置後の問題が目につくようになって
きている。ここでは、具体的にどのような問題が
発生しているのかを見ていく。 
(1) 手抜き工事 
 固定価格買取制度の開始以降、野立て型の太陽
光発電所が一気に増えた。しかし、急増した野立
て型太陽光発電所の中には、素人が作ったような
基礎や架台など、ずさんな工事が行われているこ
とがよくみられる。よく見かけるのが、単管パイ
プを簡易に組み立てただけの基礎だ（写真 1a）。
また、コンクリートブロックの上に太陽光パネル
を置いただけのような設置をしていることもある
（写真 1b）。これだけ脆弱な基礎で 20年間稼働さ
せることは難しく、今後大きな問題になっていく
可能性がある。 
 また、屋根の上に設置するタイプの太陽光発電
写真 1. 不十分な基礎工事による野立て型太陽光発電所の施工例．左が 1a、右が 1b 
（いずれも筆者撮影） 
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でも、本来打つべきねじの本数よりも、少ないね
じしか打っていないケースや、コーキングすべき
箇所にコーキング処理を行わないままになってい
るケースなど、手抜き工事が行われていることが
よくみられる。 
(2) 規制逃れのための低圧分譲 
 太陽光発電の場合、50kW 以上の発電施設を作
る場合には、高圧または特別高圧扱いとなり、電
気事業法などさまざまな規制の対象となる。そこ
で、本来は高圧扱いにするべき案件でも、複数に
分割することで、一つ一つは 50kW 未満になるよ
うにしているケースがある。固定価格買取制度開
始当初は、このようなケースを複数の低圧案件と
して通すことができた。高圧以上の案件であれば、
電気主任技術者の設置が必須となるため、一定の
安全管理を行うことができる。しかし、低圧案件
となると、電気主任技術者の設置義務がないため、
専門的な知識をもった技術者が誰も管理していな
いという状況になっていることがよくある。この
ような管理不十分の低圧分譲型太陽光発電所は、
現在国内に多数生み出されている。 
(3) 光害 
 従来、太陽光発電における光害は、北側の屋根
に太陽光パネルを設置した際に、北隣の住民から
反射光に対して苦情が出てくることを指していた。
しかし、固定価格買取制度以降、急速に野立て型
太陽光発電が普及したことで、状況が変わった。
野立て型太陽光発電は、地面とほぼ同じ高さに設
置されることが多い。それだけ低い位置に太陽光
パネルが設置されると、朝や夕方など、太陽の入
射角が低くなる時間帯には、東隣りや西隣の住宅
に反射光が入るケースが出てくるようになった。
反射光によって、眩しくて通常通りの生活ができ
なくなったり、反射光が入る部屋の温度が急上昇
するなどの問題に発展することがある。 
(4) 土砂崩れ 
 固定価格買取制度以降、活用できそうな土地が
あれば積極的に太陽光発電が設置されるようにな
った。それは平地に限らず、山の斜面なども同様
だ。その際、太陽光発電を設置するにあたり、十
分な強度となる基礎工事を行わないまま山の斜面
に設置した場合には、土砂崩れにつながる例が出
ている。太陽光発電は太陽の入射角に合わせて一
定の角度をつけて設置することが一般的だが、山
の斜面に設置する場合には、斜面を利用して簡易
な基礎だけで設置することがある。しかし、その
斜面が脆弱な地面だった場合には、そこから土砂
崩れになってしまうのだ（写真 2）。 
 
 
 
(5) 景観問題 
 景勝地で太陽光発電を設置する場合には、景観
問題になっている例もある。特に、風光明媚な自
然を売り物にしている観光地では、人工物である
太陽光パネルがその雰囲気を台無しにしてしまっ
ていることがある。 
(6) 生態系破壊 
 山林を切り開いて太陽光発電を設置する場合に
は、周辺の生態系破壊に繋がってしまっているこ
とがある。 
 本特集号で扱われている北杜市には、NTTファ
シリティーズと市が国立研究開発法人新エネルギ
ー・産業技術総合開発機構（NEDO）からの受託
事業として建設したメガソーラー「北杜サイト」
があるが、同施設は建設当時、レッドデータブッ
写真２. 豪雨による斜面崩壊の被害例 
（提供 角野達也氏：http://blogs.yahoo.co.jp/jsqqg449/41118872.html） 
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クに掲載されているカヤネズミ保護のため、専用
通路（アニマルパスウェイ）の設置を通じ、環境
に配慮した開発を行った施設でもある（日本電信
電話株式会社 CSR推進室 2009）。こうした試みが
ある一方で、事前に十分な周辺環境の調査も行わ
ないまま、大規模太陽光発電所を建設しているこ
とも多い。 
 
Ⅳ．問題をもたらす要因 
 
太陽光発電に起因した問題が、なぜこのように
数多く発生しているのだろうか。筆者は、問題が
起きている原因は、「制度的不備」、「経験・知識の
不足」、「倫理観の欠如」の 3つに整理することが
できると考えている。 
 
1. 制度的不備 
 固定価格買取制度は、「再生可能エネルギーの最
大限の導入」を行うために始まった制度だ。その
ため、問題が発生しないように制度の細部を詰め
ることよりも、一気に普及を推し進めたいという
国の方針が色濃く反映された制度となっている。
例えば、固定価格買取制度の開始に先立って規制
緩和が行われたことにより、太陽光発電設備に関
して、工事計画届出や使用前安全管理審査の対象
となる範囲が「出力 500kW 以上」から「出力
2,000kW以上」に引き上げられた。その結果、2015
年 6 月 30 日までに認定された太陽光発電設備
1,711,026 件のうち、2,000kW 以上の設備はわずか
1,552件（0.09%）しかなく、残りの 99.91%の施設
が規制対象範囲外となっているのが現状だ（一般
社団法人太陽光発電協会 2015b）。このように再生
可能エネルギーの普及を急速に牽引する色合いの
強い制度であることもあり、さまざまな制度的欠
陥が明らかになってきている。 
また、固定価格買取制度の開始からまだ 3年程
度と日が浅く、十分な修正ができていないことも、
制度的不備が残存していることの原因となってい
る。 
さらに、再生可能エネルギー特別措置法におい
て、発電事業者の利潤に特に配慮する期間を当初
の 3年間と期限を区切っていたことが、急激すぎ
るとも言える太陽光発電の普及につながった。そ
のため、制度的不備が是正されないまま、一気に
普及を進めることになった。制度的不備があるま
ま急速に太陽光発電の普及が進んだ結果、適切な
チェックが働かないまま運転開始となった太陽光
発電所が多数生み出されているわけだ。 
 
2. 経験・知識の不足 
 太陽光発電の設置工事は建設工事の一種だ。建
設工事の請負を行う場合、本来であれば建設業許
可を取得する必要がある。建設業許可を取得する
には、建設業経営の経験をもつ管理責任者が常勤
取締役になっていることや、一定の資格要件を満
たす専任技術者が必要となる。そのため、建設業
許可をもっていることは、一定の経験・知識を有
していることを担保することとなる。しかし例外
として、500 万円未満の工事しか請け負わない場
合は、軽微な工事という扱いになり、建設業許可
をもたずに請負契約を締結することが可能となる。
太陽光発電の契約金額は、住宅用であれば 500 万
円以上となることはほとんどない。また、産業用
であっても、あまり大規模なものでなければ、500
万円未満で請け負うことができる案件も多い。そ
のため、建設業許可をもたないまま、太陽光発電
の営業を行っている会社が非常に多い。 
 固定価格買取制度の開始以降に新規参入し、し
かも建設業許可ももたないような会社は、適切な
工事を行うために必要とされる経験・知識が不足
していることが多い。しかし、そのような会社で
も、急激な需要増加と、施工会社や職人の不足に
よって、仕事を受注することができたのが実情だ。
その結果、適切な経験・知識がない業者が工事を
行う案件が大量に出てきている。そのような状況
によって、適切な強度をもたない基礎や、適切な
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管理体制のないまま運用がなされている太陽光発
電所が多数生み出されている。 
 
3. 倫理観の欠如 
 一般的な企業はゴーイングコンサーンという考
え方のもと、信頼獲得および信頼維持を意識して
行動する。しかし、一部の太陽光発電販売業者に
はこの一般論が当てはまらない。 
太陽光発電の販売会社自体は、簡単に始めるこ
とができる。前述したように一定規模までの工事
しか請け負わない場合には、特に許認可を必要と
せず、また販売だけであれば設備投資の必要もな
く事業を始めることができるからだ。簡単に始め
ることができるということは、裏を返すと、簡単
に辞めることもできる。そのような企業には、ゴ
ーイングコンサーンという考え方に乏しく、短期
的な利益だけを見ていることが多い。その結果、
倫理的な判断よりも、短期的な利益の最大化が優
先されてしまう。 
 また、太陽光発電所の販売者・施工者・投資家
がそれぞれ分かれており、それぞれの理論に基づ
いて動いていることが、倫理観のない太陽光発電
所建設につながっているという側面もある。販売
者にとっては、そのとき売れて利益になりさえす
れば良く、長期的な視点をもちにくい。施工者に
とっては、指示された通りに施工をしさえすれば、
それが長期的な稼働を見据えたものになっている
か、無関心になりやすい。また、投資家にとって
は、収益性が最大になりさえすれば良く、周辺環
境に配慮するという視点に欠けることが多い。こ
のような傾向は、太陽光発電所を建設する場所周
辺に住む地元の人間以外が投資家になっている場
合に、より顕著となっている。 
 
Ⅴ．解決の方向性 
 
1. 制度整備 
制度的不備により発生している問題を解決する
ためには、制度を整備することが必要となる。制
度整備については、将来的には、建築基準法や電
気事業法、環境アセスメント法、各自治体の条令
等を整備し、太陽光発電の建設・運用に対して適
切な規制を設ける必要がある。しかし、制度整備
のためには何年もの時間がかかってしまうため、
まずは、業界内の自主規制を設け、適切な設置・
運用を行えるようにしていくことが肝要だ。 
 業界内の自主規制とすべき内容には、さまざま
なものが考えられる。例えば、一定の要件を満た
した業者のみが、販売や施工を行うことができる
ようにすることだ。もちろん、法的効力がない自
主規制である以上、要件を満たさないまま販売や
施工を行う業者を止めることはできない。ただ、
消費者に対して一定の要件を満たしていることが
簡単に判別できるようにし、一定の要件を満たし
た業者から買うことを業界として奨励することで、
消費者を啓蒙することは可能だ。 
また、販売や施工、メンテナンスに関して、業
界としてのガイドラインを策定し、すべての業者
にガイドラインに即した活動を行うよう発信して
いくことも重要だ。 
さらに、メーカー保証の根拠となる、メーカー
施工基準も、日々発生している諸問題をインプッ
トとして継続的に改善していくことが必要だ。施
工時にはバージョンアップしていく施工基準を満
たさなければメーカー保証が下りないようにして
いくことで、メーカー施工基準が効力を発揮する
だろう。 
  
2. 経験・知識の共有 
 経験・知識の不足により発生している問題を解
決するためには、経験・知識の共有を行うことが
必要となる。現在、一般社団法人太陽光発電協会
（JPEA）が発行している保守点検ガイドラインや、
NEDO が公開している大規模太陽光発電システム
導入手引書など、太陽光発電所の設置・運用に有
益な資料が簡単に入手できるようになっている。
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それにも関わらず、これらの文献を見ていないか
のような太陽光発電所の設置例を多数目にする。
せっかく存在するこれらの文献を有効活用するこ
とが、経験・知識の共有にとって、最も簡単で有
効な手段だ。 
 また、このような知見を学べる場を増やし、十
分な技術をもったスペシャリストを育成していく
ことが重要だ。 
 
3. 企業の社会的責任の浸透 
 倫理観の欠如により発生している問題を解決す
るためには、企業の社会的責任を浸透させること
が必要となる。本論の冒頭で確認したように、太
陽光発電は大きな社会的意義をもつエネルギーだ。
そのような社会的意義の大きい製品を扱う企業は、
それに見合った倫理観をもち事業にあたるべきだ。 
 前述のように、一定の要件を満たした企業しか
太陽光発電の販売や施工を行うことができないよ
うにすることは、企業の倫理観を醸成することに
もつながりうる。 
とはいえ、すべての企業が倫理観を適切にもち
つつ事業運営していくことは簡単ではない。そこ
で、周辺環境に悪影響を与えるような太陽光発電
の開発は、マスコミなどでもしっかりと問題とし
て取り上げ、その開発業者に対して社会的制裁を
与えるなど、倫理観に欠ける企業による開発を抑
止することも、ときには必要だろう。 
 
4. 北杜市における景観問題 
北杜市における太陽光発電所の景観問題も、本
論で述べてきた内容がそのままあてはまる。つま
り、法制度の間隙をついて、経験・知識が不足し
た一部の業者が、倫理観のないまま開発している
ことが、問題の原因となっているのだ。 
本論で述べてきたように、開発業者は、法制度
がなくても倫理観をもって、周辺環境に配慮しな
がら開発していくべきだ。少なくとも、周辺住民
との建設的な対話を絶やすことなく、双方にとっ
て納得度のある落としどころを見つけていく努力
を続けるべきだ。 
 
Ⅵ．おわりに 
 
太陽光発電は、さまざまな技術開発が進んでい
る。窓ガラスに塗るだけで太陽光発電ができる「有
機薄膜太陽電池」（松尾 2011）、赤外線を透過し可
視光線を反射するフィルターを表面に張ることで
意匠性を向上させ、壁材などへの利用可能性を高
めたカラフルな太陽電池モジュール製造の基礎技
術（Heinstein et al. 2015）などが、既に出てきてい
る。これらの技術が、製品化されるようになるの
も、そう遠くない。未来の技術開発によって、太
陽光発電が活躍できる幅はますます広がっていく
ことだろう。 
我々ソーラーパートナーズは、今後も役割が広
がっていく太陽光発電の健全な普及を牽引できる
よう、引き続き努力を続けていくつもりだ。その
ために、適切な制度整備に協力し、常に経験・知
識を高めつつ、倫理観をもって事業にあたってい
きたい。 
 
注 記 
1) 計測値の算出には、NEDO「日射量データベー
ス閲覧システム」の公表値を用いた。 
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